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一
韓国に おける企業所有・支配の 自国民主義の 実態と意義

金　　　鍾　杰

　　（韓国 ・．漢陽大学校）

1 ．は じめ に

　 1997年の 通貨危機に 端を発 した韓国 の経済危機 は、今まで の 韓国的開発パ タ ー
ン の修正 を迫 っ

て い る 。 本稿の課題は韓国経済の 開発パ タ ーン を 、 外国企業 と 自国企業 との 関係 と い う側面か ら、

比較的に 同 じ レ ベ ル の 発展を遂げて きた と思われ る 台湾 との 比較 に お い て 分析す る こ とで ある。

今ま で 韓国が 、 台湾 と比較 し て 外国人直接投資へ の依存度が 小さ く 、 政府の 積極的な産業政策と、

財閥中心 の産業組織 の も とで経 済発展を遂げて きた こ とは多 くの 人に よ っ て 強調 され て きた （岩

本卓也 1992、 除照 彦1987、 92）。しか し 、 韓 国が台湾 よ り外国人直接投資資本へ の 依存度が 小 さ い

こ とを、その 生産額 の 当該国全生産に 占め る比重や 、主要 企業 の 国籍と い う観点で 具体的に 分析

した研究結果 は存在 しな い 。本稿で は 、 電 子産業を対象に し、外 国人直接投資が 、韓国、台湾の

生産及 び主要企業 に 占め る位置を分析する こ と で 、1970年代以 降、外国 人 直接 投資 に 対 し て 異

な っ た政策を実施 して きた両国の 違 い を明らか にす る つ もりで ある。筆者は か つ て 1970年代か ら

の 韓国 の 開発パ タ ー
ン を、財閥を中心 と した企業所 有 ・支配 の 自国民主義の 貫徹過程 と して 規定

し 、 そ れ が 1970年代 の韓国 の産業政策お よ び 外資政策の も と で形成 さ れ た こ と を 明 らか に した こ

とが あ るが
1】

（拙稿 1996）、本稿で は 企 業所有 ・支配 の 自国民主 義の 実態と意義を 台湾 との 比較に

お い て 分析す る こ とに な る 。分析対象 と し て 電子産業を選択 し た 理 由は 、それが 、  韓国産業 の

発展 を主導 した代表的な産業 の
一

つ で あ る こ と、ま た 、  発展 の 初期段 階に お い て外資の 役割が

最 も大 きか っ た に もか か わ らず 、 外資依存型か ら韓国企業主導型 へ の転換を遂げた こ と で 、主要

企業 の 自国民 所有 ・支配 の 貫徹過程 を典型的 に 表して い る こ とか ら で あ る。

第 1節　　「企業所有 ・支配 の 自国民主義」 把握の ため の方法

　韓国 の 企業所 有 ・支配 の 自国民主義を台湾 と比較す る た め に は 、ま ず電 子産 業 の 全 生産 の 中で

外資が どの ぐらい 占め て い る の かを比較検討 しなけ ればな らな い 。そ の 際、まず取 りかか らなけ
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れば な らな い の は 、 両国の 外国人直接投資関連統計 の 再整理で ある 。   韓国に お ける外国人直接

投資の 国別 ・産業別 の 統計が公 刊され て い な い こ と、  両 国 とも に 外国人 投資企業 の 生産額な ど

の 企業デ ータ が ほ とん ど存在 し な い こ と 、 な どの 問題点を 解決する た め に は 、い くつ か の 仮定の

も とで 資料 の 再整理 、生産額の 推計を行 うしかな い
。

　 まず、第
一

に 、韓国で は 、国別、産業別の外国人直接投資の 統計は 利用で きる が （実行額基準、

貿易協会 『主要経済指標』）、 国別 ・産業別の統計は公表され て い な い 。台湾で は 、 認 可額基準の

国別 ・産業別統計が利用 で きる （『華僑及 び外国人投資統計 月報』）。

　本稿で は 、 1994年 8月段階に お い て韓国財務部に登録されて い る 電 子産 業の 外国人投資 企業

（全 317社 、認可基準、未公刊資料）か ら 、 そ の 投資認可額を求め る 。 ただ し、 韓国財務部 の 名簿

に は 、 1994年 8 月以前に撤退 し た 企業が含まれて お らず 、 投資認可案件の 積み 重ね に よ っ て作成

され る台湾 の 統計と の 直接比較はで きな い 。 こ の 問題を解決 す るた め に 、 筆者は 以 下 の 調整 を

行 っ た 。すな わ ち 、 欧米企 業を も含ん だ 外資全体の 韓国 か らの 撤退 率は 、日本企業 の み の 場合 の

撤退率と同 じで あると い う仮定の もとで 、 1992年度末段階の 日本電子資本の 対韓国直接投資累計

額 （大蔵省認可統計、A ）か ら、同時期 の 韓国財務部名簿基準 の 認可累計額 （B ）を除 した 数字

を、財務部名簿基準 の 電 子産業 の 全認可累計額に 乗 じ、 そ れ に よ っ て 韓国電子産業に おける 国別

外国人直接投資の 累計額を推計 した （A ／ B × 名簿基準の 全認可額）。ちなみ に 、1992年度末段 階

の 日本電子 資本 の 対 韓国直接投資累計額は555．6百 万 ドル
、 同時期の 韓国財務部名簿基準 の 日本

か ら の 投資累計額は 503，1百 万 ドル で ある。

　第 二 に 、韓国、台湾に進 出して い る 外国人投資企 業の 生産額に 関する詳細なデ ータ が存在 しな

い 現状で は 、い くつ か の 仮定 の もとで 、当該国電子産業 に おけ る 外国人投資企業 の 生産 シ ェ ア を

推計す る し か な い e

　 こ れ ま で に も 、 韓 国に おける 外資の 生産寄与度を推計 し た結果は い くつ か 存在 す る。韓国財 務

部 ・韓国産業銀行 （1993） は、外国人投資企業 の 限界資本生産性 （△ V ／△ K 、付加価値基準）

に 、 外国人直接投資 に よ る資本財導入額を乗 じ、外国人 直接投資の 国 内付加価値生産 へ の 寄与度

を推計 して い る （1981〜91年 の間 、 金属 ・機械装備 L66 ％ 、 製造業全体 1．08％）。しか し、その

よ うな方法で 韓国、台湾電子産業 に 進出 して い る外国人投 資企業 の 生産寄与度を算出す る と 、 外

国人投資企 業 の 限界資本生産性 、 外国人直接投資資本に よ る資本財導入 額が 把 握 で ぎな い の で

（幅広 い 実態調査が 必要）、本稿で こ の 方 法を採用す る こ と は 不 可能で ある。ま た 、 資本財の 国内

調達分が排除され る こ と に よ っ て 、実際 の 寄与度 よ りも過小評価 され とい う問題 も存在す る。

　
一方、高梨和紘 （1993） は 、 東洋経済新報社の r海外進出企業総覧』 を基本資料に 、韓国繊維

・縫製産業に おける 日系企業の資本金を もとめ 、い くつ か の 仮定を設定 して 、日系企業 の 付加価

値生産額を推計 して い る。

・付加 価値額／投資残高 ＝ 付加価値額／機械 ・装備 x 機械 ・装備／投資残高

・付加価値額 ＝ 付加価値額／投資残高 x 投資残高
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　 こ れ は 非常に 参考に な る方法で は ある が 、 日系企業の 投資残高 ； 資本金 ＝ 粗固定資本形成が前

提 とな っ て お り、資本金 （自己資本） と投資可能資本 （総資本） とは 異な る こ とを考え る と 、 実

態 とは 乖離がある。

　従 っ て 、 本稿で は 以下の よ うな方法で 、 韓国 、 台湾電子産業に お ける外国人投資企業 の生産額

を推計 し、それを両 国 に お い て比較検討する （推計対 象年度は 1990年 と92年、推 計 の 手順及 び使

用資料は く 図 1 ＞ を 参照）。

＜図 1 ＞韓国 ・台湾電子産業における外国人投資企業の 生産額推計の フ ロー
チ ャ

ー
ト

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（対象年度 ：1990年、92年）

外国人投資企業 の資本金（A ）

＝ 日本企 業の資本金 基準投資額

　　　　　 ×持ち株比率の 逆数

＋ 米国企 業の資本金基準投資額

　　　　　 × 持ち株比率 の 逆数

十 そ の他企業資本金 基準投資額

　　　　　 × 持 ち株比率の 逆数

外国人投資企業 の 売．．ヒ高

　　 　　　　　　　 （B ）

　　　　 当該国の
＝AX 　売上 高／
　　　　 自己資本

外国人投資企業の 生産高

　　　　　　　　　 （C）

；BX 当該国 の 生産 ・

　　　　　　　 出荷比率

（使用資料）

1 ．日本 企 業 の 資本金 基 準投資額 （日本側 の 持 ち 株 比 率調整後）

　　日本電子機械工 業会 『海外法人 リ ス ト』 1991年版、93年版

2 ，米国企業及 び 「そ の 他」 企業 の 資本金基準投資額

　　 （日本企業の 資本金基準投資額／ 日本か ら の投資認可累計額）

　　＝ （米国企業の資本金基準投資額／米国 か らの 投資認可累計額）

　　＝ （そ の 他企業 の 資本金基準投資額／そ の 他地域 か らの 投資認可累計額）

3 ，日本、米国、「そ の 他」 か ら の 投資認可累計額

　　韓国 は財務部の外国人投資企業名簿か ら の 推計統計値 、 台湾は 台湾研究所 『台湾総 覧』

4 ．外国人投資企業 に お け る 日 本、米国、「そ の 他」 の 持 ち株比率

　　韓 国財務部 の 外 国人投資企業名簿 か らの 算出 （電気電子産業 の 対象企業 317社）

5 ．売上高／自己資本 は 、韓国銀行 r企業経営分析』

　　台湾 の 原資料は 台湾銀行 『中華民国台湾地 区工 業財務状況調査報告書』

6 ．電 子 産業 の 生 産額 及 び 生 産 出 荷比率 （生産額／出荷額）

　　韓国 は 韓国電子 工 業振興会 『電子電気 工 業統計台湾は 経済部統計処 『工 業生産統計 月報 』

注 1）外国人投資 企 業に おけ る、外資側 の 持 ち株比率を 計算 で きる台湾 の デー
タ ぱ存在 せ ず、韓国 の デ ー

タ

　　　を台湾に その ま ま適用。

注 2） 台 湾の 生産 出 荷比 率 は 、台 湾 の 電 気 電子 産 業 の 主 要 製 品 （70品 目） の 同 比 率。

注 3）『海外法 人 リス ト』 に お け る資本金 は、1991年 6 月．　 1993年 6月 基準。
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（1） 生産額推計 の た め の基本資料 とし て 本稿で 使用 し て い るの は 、 外国人投資企業 の資本金で あ

　る。韓国、台湾電子産業 に おけ る外国人投資企業 の 資本金 を推計 し、それを も とに 外国人投資

　企業 の 生産額 を推計する 。資本金 （自己資本）と投資可能資本 （総資本） と の 乖離は前 述 の 通

　 りであ るが、外国人投資企業 の 自己資本比率を把握で きる資料は存在 しな い。本稿で は 、進出

　外資 の   資金調達構造 （自己資本比率）、  生産効率 （売上 高／ 自己資本）、  生産 出荷比率

　 （生産額／出荷額） は 、 韓国 、 台湾に お け る電子産業全体 の平均 と同 じで ある とい う仮定の も

　と で 、外国人投資企業 の 生産額を算出す る。

・外国人投資企業 の 生産額＝外国人投資企 業の売上高 × （電子産業の 生産 ・出荷比 率）

・外国人投資企 業の売上高 ＝ 外国人投資企業の資本金 x （当該国の売上 高／ 自己資本）

  　外国人投資企業全体の 資本金は 以下の よ うな方法で 求め る。

　まず 、  日本電子 企業 の 海外投 資に 関す る最 も詳細な資料で ある と考え られ る 日本電子機械工

　業会の 『海外法入 リ ス ト』 を もとに 、 韓国、台湾 に お け る 日本企業 の 資本 金基準の 投資額 （持

　ち株比率で 調整 した資本金）を求め る （対象企 業 ：韓国61社 、 台湾80社）。   資本金基準の投資

　額 と認可基 準の投資額 との 問に は 、当然、相当の乖離が存在する。認可 され た投資案件及 び投

　資額がすべ て 実際投資 され る とは 限 らな い 。また 、投資が行われ た 後 も、 企業の 撤退 （現地法

　人株式 の 完全売却及び
一

部売却 、 会社の 清算な ど）及 び業績の 不振に よる資本金 の 食い つ ぶ し

　も行われ る。こ こ で は 、日本企業 の 投 資実行率 （実行額／認可額）、 撤退率 （撤退額／進 出認可

　額）な どは 、 当該国 に お ける外資全体の 進出 ・撤退 の 動 きに 比例す る とい う仮定 の もと で
、 米

　国企業 、 そ の 他企業 の 資本金基準の 投資額を推計す る 。

・日本企業 の 資本金基準投資額／認可累計額 ＝ 米 国企業 の 資本金 基準投資額／認可 累計額

　　　　　 ＝ その他企業の 資本金基i準投資額／認可累計額

  さら に 、   で求め た 、日本企業、米国企業、そ の 他企業 の 資本金 基 準投資額に 、 各 々 の持ち

株比 率 の 逆数を乗 じ、 全 体外資の 資本金額を推計す る 。 た だ し 、 台湾に おける外国人投資企業

の 持ち 株比率に 関する 詳細 なデータ は 存在せ ず、 こ こ で は韓国 の 数字を台湾に もそ の まま適用

す る。

・外国人投資企業 の資本金 ＝ 日本企 業の 資本金基準投資額 × 日本企業 の 持 ち株比率 の 逆数

　　　　　　　　　＋ 米 国企 業 の 資本金基 準投資額 × 米国企業 の 持ち株比率の 逆数

　　　　　　　　　＋ そ の他企業の資本金基準投資額 × そ の 他企業 の 持 ち株比率の 逆数

ただ し、以上 の よ うな韓国 、 台湾電子産業に お け る 外国人 投資企業 の 生産 シ ェ ア の 推計は 、 そ
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れ 自体 と し て は 、 企業の コ ン ト ロ ール カま で を も含め た 、外資の プ レ ゼ ン ス を直接的 に 表す も の

で は な い こ とに 注意 しなければならない 。株式所有の 分散如何に よ っ て は 、少額株主で あ っ て も、

企業 へ の コ ン ト P 一
ル カ を充分 に 発揮 で きる 。 従 っ て

、 本稿 で は 自国企 業と外資系企業 を筆頭株

主 （ま た は そ の 関係個人 ・法人所有分） の 国籍 と い う基準で 再分類 した （た だ し 、 自国資本 と外

資とが 同
一比率 の 場 合に は 外資系企業 とす る）。日本 の 海外直接投 資統計で は、「外国法人発行株

式の 10％以上 の 取得、ま た は その 会社へ の長期貸付及 び債券保有の 場合」 を 「対外直接投資」 と

して規定 して い るが、直接投資の 目的 が 、 長期間の株式及び債券投資を通 じ、 企 業経営 へ の 実質

的な発言権 （支配力）の 確保に ある とすれば、10％ とい う基準は 非常 に 曖昧な基準で ある
n。折半

投資で あ っ て も、 進出外資 の 影響力は 弱い こ ともあ りうる し 、 10％以下で あっ て も、 当該企業 の

株式分散如何に よ っ て は経営権の 確保が可能で ある。「企業経 営へ の 実質的な支配」が 、 直接投資

とただ の 証券投資 との 違 い で あれば 、 む しろ本稿で採用 して い る基準が よ り有効 で あろ う
3）
。

　以上 述べ て きた よ うな 、 外国人直接投資企業 の 生産額推計と ともに
、 韓国 、 台湾 の 電子産業 に

お ける 主要企業 （上位30社）の株式所有状況の 把握を通 じて 、外資系企業の 当該 国に おける プ レ

ゼ ン ス に 関す る、よ り具体的な鳥瞰図を描 い て い くつ も りで ある。

第 2 節　分析結果

　以上 の よ うな方法に 基づ き、 韓国 ・台湾電子産業に お ける外資 の プ レ ゼ ン ス を比較する と以下

の 通 りで ある。

　ま ず 第
一

に 、韓国、台湾電子産業 に お け る外国人直接投資 の 投資累計額、投資件数 、

一
件当た

りの 投資額を比較す る と、台湾 の それ は 韓国 よ り著し く大きく、台湾に 、比較的規模 の 大 きい 外

国人直接投資資本が数多 く進出 して い る こ とが確認で きる （＜表 1 ＞）。1992年末段階で 、投資累

計額 で は 、韓国が 12．1億 ドル 、台湾40．3億 ドル で あ り、台湾が韓国 の 3，3倍 に も上 り、投資件数、

一
件当た りの 投資額で も、 台湾は韓 国よ り、 各 々 1．8倍に 達す る 。

こ こ で 、 日本 と欧米企業の 間に

は 、韓国、台湾を問わずに 、そ の 重点投資分野 で 異 な る展 開を見せ て お り、概ね、欧米企業が 、

半導体、 コ ン ピ ュ
ータ、電子部品 （ブ ラ ウ ン 管 など）部門に よ り集中的に 投資 し て い る の に 対 し、

日本企 業の 場合に は 、 家電 、 重電 、

一
般受動部品 （抵抗器 、

コ ン デ ン サ ー等）部門に 集中して い

る。

　＜表 2 ＞ は 韓国電子産業 の 主要外国人投資企業 の 順位 （持 ち株比率 で 調整 した 資本 金基準） と

そ の 企業 の 主要生産品 目を あげた も の で ある が 、 日本企 業の 上位 20社 の うち 、半導体 、 コ ン

ピ ュ
ータ関連企業 と して数 え られ る の は 、

ア ル プ ス 電気、新光、 P 一
ム 、三 洋電機、エ プ ソ ン の

5社 で あ り、他 の 多くは 、抵抗器、蓄電器 、変成器な どの 受動部品 （金星ア ル プ ス
、 韓国太陽誘

電等）、 音響機器 （企 商電子 、 韓国 ソ ニ
ー
等）部門に 集中 して い る。それに対 し、米 国企 業は 、上

位 20社の うち、第 1位の Du 　Pont、第 3位の Philipsを 始め 、12社が コ ン ピ ュ
ータ ・半導体関連の

投資で あ り、

一部で は特殊部門 （軍事用電子装備 の 製造）に も進 出 して い る。
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　進出 した企業の すべ て の名簿が利用 で きな い 台湾に お い て は 、韓国 の よ うな分析 は 不 可能で あ

る が 、中華微信所 の 『中華民国大型企 業拝名』、 東洋経済新報社の 『ア ジ ア会社四季報』及 び r海

外進 出企業総覧』を参考 に 、 台湾に おける外国人投資企業の 上位 20社 を表 した の が く 表 3 ＞ で あ

る。こ こ で も、全体 と し て は 、 民生用機器分野で 日本企業が 強 く、欧米企業は 半導体及 び 通 信機

器 分野 へ の 進出が 目立 っ て い る 。 日系企業 12社の うち 、 民生用機器及び重電分野の生産が 9社 、

電子部品が 3社で あ り、欧米系で は 、全 7 社の うち半導体一
貫生産を行 う企業が 2社 、通信機器

生産 2社 （残 りは ブ ラ ウ ン 管生産、PCB 生 産な ど） とな っ て い る
4｝
。

　第二 に 、 外国人直接投資累計額 の 大きさの 違 い を反映 して 、台湾に おけ る外国人投資企業 の 生

産 シ ェ ア は、韓国 よ り著し く大 き い も の とな っ て い る （＜表 4 ＞）。

　1992年段階で 、外国人投資企業 の 電子産業 に お ける生産 シ ェア は 、 韓国が20．3％ 、 台湾52，2％

とな っ て お り、 また 、 外 国の投資分 （外国側の持ち株比率で 調 整 し た投資額） の 両国電子産業に

おける生産 シ ェ ア も、韓 国が7．0％、台湾18，2％ として 、台湾は 韓国の 2倍強 とな る。

　第三 に 、 上記の 韓国、台湾に お ける生産額 の 推計結果は 、台湾に おけ る外資 の 活動が韓国 よ り

も著 し く大きい こ とを物語 っ て い る とは い え、それが 直接 、 多国籍企 業の コ ン ト ロ ール カの 強 さ

を表して い る とは 言え な い 。従 っ て 、 韓国、台湾電子産業の 主要企業 （売上高上位30社） の 株式

構成を 分 析 し 、 企業 コ ン ト ロ
ー

ル カを基 準に し て
、 自国資本 と外資 の 分布を表 し た の が く表 5 ＞

お よび く 表 6 ＞ で ある 。

　上位30社 の 売上 高に 占める外資系企業 の 割合は 、 韓国で 8％ 、 台湾 40％ とな っ て お り、台湾 の

方が圧倒的に 大きい 。全体 と し て 、台湾で は 、上位企 業に なれ ば な るほ ど外資系企 業 の 比重が 高

くな り、韓国ではそ の逆 で あ る （上位 10社の うち 、 外資系企業の 売上 比重は 、韓 国 0 ％、台湾 4

2％ 、 企 業数で は 韓国で 外資系企業は ゼ ロ 、台湾は 4社）。

　以 上 の よ うに
、 韓国電子産業 の 生産及び所有 に お い て 、 外国人投資企業の比重が小さい と い う

こ とは 、 1970年代に確立された 韓国電子産業の 特徴を反映す るも の に他な らな い 。

　1970年代を通 じて 、韓国電子産業で は 比較的強い 外資規制 と大企業に 非常に 有利 に 作用 し た産

業政策の もと で 、 「企業所有 ・支配 の 自国民主義」と 、 財閥大企 業を 中心 とす る産業組織が確立 さ

れ た 。 韓国財閥企業は 国内市場に お い て寡 占的競争を 繰 り広げて お り、そ の 企業編成 に は、  市

場規模が大き く、生産 の た め の 最低必要資本量 が大 きい 場合に は 、 完全 に 自国資本で 固 め られ て

い る こ と 、   部品及び重電の 生産に お い て は 外資と の 合弁が多い が 、そ の 合弁企業 の 主導権は韓

国側が握 っ て い る場合が多 い こ と、  外資側 の 持ち株比率も、時間が経つ に つ れ て低下 し て い く

こ と 、 な どの 特徴が見 られる （拙稿 1994）。こ の よ うな財閥企業 と市場規模 （投資規模）の 大きい

と こ ろ で 真っ 向か ら競争 し よ うとすれば 、 先進多国籍企業の技術的優位性を持 っ て して も、多 く

の 犠牲を伴わ ざる を得 な い 。こ の 財閥 中心 の 産業組織は、1980年代に 、外資規制が緩和 され た に

もか か わ らず 、依然と し て 外国入直接投資の 絶対額が 少な い ま ま で あ っ た こ と の 原 因 の
一

つ と考

えられ る。
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表 1　 韓国、台湾電子産業へ の 外国人直接投資 （認可基準、件、百 万 ドル ）

年平 均 投 資 額及 び 投 資 件 数 92年 の 累 計 額

〜81年 82〜85年 86〜89年 90〜92年 累 計 額 ％

韓　 国

投　資　額

全　体 26．4 55．3 95．6 27．21 ，213．1100 ％

目　 本

米　国

16．89

．1

3．950

．0

52．412

．3

2．921

．8

569．0497

．147

％

41％

投 資 件 数

全　体 7，1 14．6 57．0 22．0 495．0100 ％

日　 本

米　 国

6．10

．8

6．86

，8

33．813

．5

12．57

．5

321，0120

．D65

％

24％
一

件当 た り　投資額

全 　 体 3．7 3．8 1．7 工．2 2．5

日　 本

米　国

2．811

．1

0．67

．4

1．6D

．9

0．22

．9

1．84

．1

台　 湾

投　資　額

全 　 体 31．2146 ．3309 ．4423 ．54 ，028．6100 ％

日　 本

米 　 国

華　僑

7．315

，90

，8

21．783

．13

．6

112．8120

．78

．6

125．2180

．918

．0

1，133．71

，833．8127

．9

28％

46％

3％

投 資 件 数

全 体 14，5 27．O 55．5 43．3 896．0100 ％

日　 本

米　国

華　僑

6、83

．13

，3

3．81L55

．8

24．Ol6

，07

．5

7．716

，36

．3

339，0253

．0170

，0

38％

28％

19％

一
件当た り　 投資額

全　体 2，1 5．4 5．6 9．8 4．5

日　 本

米 　 国

華　僑

1．15

．10

，3

5．8720

．6

4．77

．51

．1

16．311

．12

．8

3．37

．20

．8

資料）韓 国 は 財務部 の 外 国 人 投資企業名簿及 び 日本大蔵省 『財政金融 統計月 報』、台湾 は 『台湾総覧』。

注 1）韓国 の 認可 額 は、94年 8 月段 階 の 財務部外国人投資企 業名簿 （全 317社）の 認 可 額 と認可 年 を基 準に

　　　推計。その 際、撤退 し た 企業 ぽ 含 ま な い の で 、韓国 に お け る 外資 の 退出率 は 日本企業 の 退 出率 と 同

　　　じで あ る とい う仮定 の もとで 92年度 （93年 3月まで ） まで の 日本電 子 産業 の 対韓 国 投資認可 累計額

　　　 （555．6百万 ドル
、 大蔵省統計）を、 同時期 の 韓国財務部 の 外国人投資企業名簿上 の 認可累計額 （50

　　　3．1百 万 ドル ） で 除 して、そ れ で 全体 の 数字を 調整。

注 2） 投 資件 数 に お い て も投 資 金 額 と同 じ方 法 で 調 整。

注 3）外国人直接投資統計を と りは じめ た の は 、韓国は 1962年、台湾は 1952年 か ら．従 っ て （〜81年）の 範

　　　囲 ば 、韓 国 1962〜 81年、台 湾 は 1952〜81年。
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表 2　韓国 電子産業にお け る外国人投資の上位企業 （1994年、投資金額順 、単位　百万 ウ ォ ン ）

企 業

順 位
現 地 法 人 名 投　 資　 企　 業　 名 認可年

投 資

比 率

資 本

金 額

投 資比 率 調整

後の 資本金額
主　 要　 生　 産　 品　 目

日本

1 韓 国ア ル プス ア ル プス 電気 8795 ％ 20，00019 ，000TV ブ ラ ウ ソ管、モ ニタ
ー
等製造

2 韓 国東光 東光 71100 ％ 17，13817 ，138 ス イ ヅ チ な どの 部品生産

3 企商電子 Kish。　Corp． 8194 ％ 15躍25114 ，383 電子音響機器

4 金 星ア ル プス 電子 ア ル プス 電気 7050 ％ 25，00012 ，500 プ リ ン タ
ー、磁 気ヘッ ト等

5 新光エレ ク トロ砂 ス 新光 87100 ％ 11，900ll ，900 リードフ レ
ー

ム

6 金 星電線 日立 電腺 7112 ％ 7L3008 ，556 各種電線

7 ロ ーム コ リ ア ロ
ー

ム 7287 ％ 9，6558 ，400 トラ ン ジス タ
ー
等

8 韓国東京 シ リ コ γ 三洋電機 72100 ％ 8，0008 ，000 トラ ン ジス タ ー等

9 三 星電管 日本電気 6912 ％ 63，0577 ，567TV ブラ ウ ン 管

10 金星計電 富士 電機 743D ％ 24，00G7 ．G85 電 力量計、配電盤等

11 韓 国 ソ ニー ソ ニー 72 玉OD％ 5，7405 ，740 オ ーデ ィ オ

12 韓 国太 陽誘 電 太陽誘 電 72100 ％ 5，5005 ，500 抵 抗器 、蓄電器 、変成 器

13 鎮海三 美 ミ ツ ミ電機 86go ％ 5，0004 ，500 充電器、ス イ ヅ チ

14 東宇熱処理 東京熱処理 8645 ％ 8，50D3 ，825 熟処理 製造設備

15 韓国 カ シ オ カ シ オ 87100 ％ 3、5003 、50D デ ジ タ ル 腕時計製造

16 宇進精密 富士 電機 8977 ％ 4，DOD3 ，D80 ブ ラ ウン 管用電子銃部品及 び金型

17 韓国東 京 電 子 三洋 冠 機 7149 ％ 6，2003 ，D38 オ ーデ ィ オ

18 金星機電 三 菱電機 7014 ％ 2LDOO2 ，934 電動工 具

19 韓国 ワ カ ワ カ製作所 8了 82％ 3，3342 ，了34 コ ネ ク タ
ー
等

2D 三 宝コン ピ ュータ エプ ソ ン 878 ％ 32，40D2 ．592 コ ン ピュータ ・
同周辺機器

欧 州

1 オ ス ラ ン Osram　GNBH （ドイ ツ ） 8了 loo％ 6、4856 ，485 照明機器生産、輸入 販売

2 イス セ ラ ミ ッ ク LCC 〔フ ラ ン ス ） 8725 ％ 20，20D5 ，050 ソ フ トペ ラ イ ド製品の 製造

3 ブ イ リプ ス 自動 車 Phn 正ps 　L正ghting 　Holding（オランダ） 9251 ％ 5，DOD2 ．550 自動車用照 明機器製造

4 照明 テ ー
電子 Lovest　AG （ス イ ス ） 8835 ％ 7，DOO2 ，45D 音響及 び通信機器製造

5TMC Nokia （フ ィ ラ ン ドー） 841DO ％ 2，3212 ，321 通信機器製造

6 テ ル コ Telemecanique （フ ラ ン ス ） go50 ％ 4，0002 ，000 電気制御装置製造

7 ヒ ョソ ソ ABBAsea 　Brown （ス イ ス ） 875 α％ 3，7201 ，860 電気制御装置製造

8Saft 　Korea Saft （フ ラ ン ス ） 89 正OD％ 1，8251 ，825 産業用 充電 シ ス テ ム の 組立 生産

9Getters 　KoreaSages 　Getters　（イ タ リア ） 8810D ％ 1，3831 β83 各種 Getter製造

IoHe アaeus 　OrientalWC 　Heraeus 〔ドイ ツ ） 8460 ％ 2，2791 β 67 半導体材料生産

米国

1Du 　Pon し KoreaDu 　Pont 88100 ％ 85，63685 ，636 半導体フォ
ー
トマ スク製造、貿易業。

2 大 宇CarrierCarri 臼 r 75 了5％ 57，50043 ，125 冷
・
暖房空気調整器 機

3 韓国シ グネ テ ィ ヅ Philips　 electronics 　NorLh　A ． 66100 ％ 26，65526 ，655 【C 組立

4 ボ ス コ ヒ ュール ズ MEMC 　EIectronic　Ma ヒer 囲 s go44 ％ 56，00024 ，640 シ リコン ウ ヱーハー製造

5 韓国DEC DEC 87loo ％ 23，04623 ，046 コンヒ・一タ・同周 辺機 器製造販 売

6 金 星惰報通信 AT ＆ TInternationai 8044 ％ 35，00015 ，400 電子 交換機

7AMP 　KoreaAMP 85lOO ％ 15，00015 ，000 電子コネ ク タ
ー

8TI 　Korea Texas　Instrumenしs 88lOO ％ 13，04013 ，040 半導体製造 ・阪 売

9Berg 　KoreaBerg 　Electronic 92loo ％ 10，07210 ，072 電 気 回 路 ．開閉及 び接触装置製造

loMotorola 　KoreaMo 七〇rola 　Asia 〔in　Honkong＞ 67100 ％ 7，4137 ，413ic 組立 、通信機器

11Wang 　CDmPUterWang 　Computer 85100 ％ 7，1737 ユ73 コ ン ピ ュータ ・同周 辺機器

12 韓国 Three　MThr 巳e　 M 7760 ％ 1LOOO6 ，6GO フ ロ
ツ ピーデ ィ ス ク 等

13 金星 Honeywel1HoneyweU 8450 ％ 10，0005 ，000 コン ピ ュータ 製造 ・販売

14 甲 一電 子 Televideo　SysLem 8235 ％ 13，3454 、671 コ ン ピ ュータ ・同周 辺機器

15WD 　Korea Western　Digita1 87100 ％ 4，6004 ，600 コ ン ピ ユータ 部品

16 … 星 HP Hewleしt−Packard 8455 ％ 8、1004 ，455 コンムータ及び周辺機器製造、販売

17 韓 国GE 照明 General　ELecric 8755 ％ 7、1003 ，905 照明機器

18Litton　KoreaLitbn 　Industires 82100 ％ 2，5122 ，512 軍事用の 各種 電子装備製造。
19 韓 国産 業 電 子 Allen　Bradley 8841 ％ 5，0002 ，05D 工 作機械用 の 数値制御 装 置 の 製 造

20Elco 　Korea Eko 8775 ％ 2β501 ，763 電子 コ ネ クタ ー
資料） 韓国財務部の 外国人投資企業名簿 （94年 8月段階）、東洋経済日報祉 r東洋会社年鑑　94年版』、日本電子機械工 業会 r海外法人 リス ト』．
注 1） 財務部名簿の 中で ．電子 産業へ 投資企 業と して 記載 され て い るが 、現段階に お ける生産項 目が 明らかに 電子製晶で ない 場合 は除 く。
　 （対象企 業 ：三 星 コ ー二7 グ、ブ ラ ウ ン 管用ガ ラ ス 製造、投資比率調整後の 資本金額は 14，188百 万 ウ ォ v ）、ま た非電子 企業に よる証券 投 資の 場

　　　合も除 く。
　 （対象企業 ：金星 社 へ の International　Financd　Corp．か ら の 投資、持ち株比率2，39％、投資比率調整後の 資本金額 は 11，505百 万 ウ ォ ン ）
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表 3　 台湾電子産業に おけ る外国人投資の上 位企業 （1992年 、 単位 ：百万 ドル ）

上位

企 　 　 　業　 　 　名 売上 高 資　 　本　 　 関　 　 係 生 　 　 産　 　 品 　 　 目

20社

1 大同 1．302 合弁、日本の 東 芝 5％ 所 有 家電 、重 電

2 台 湾松 下 870 合弁、日本 の 松下 電 器 56％ 所 有 AV器 機、白物家 電、エ ア コ ン 等

3Phihp8 　Electronics［rldustrie3 670 オ ラ ン ダ の フ ィ リ プ ス IOO％ ブ ラ ウ ソ 管等

4PhiHps 　Elec．　Bullding　eleme ロts634 オ ラ ン ダ の フ ィ リ プ ス IOI％ 電子 部品

5 声 宝 弓66 合弁、日 シ ャ
ープ 8．16％ 筆頭株主 AV器 機、白物家電、エ ア コ ン 等

6Motorota 　Taiwan 323 米国の モ ト ロ ーラ 100％ 半導体、通信機器

7 士 林 263 合弁、 日三 菱電機24．1銚 筆頭株主 家電 重電

8Simens 　Tele． 262 独 Si贈 ns 工OO％ 通信機器、半導体組立 生産

9Taiwan 　Semicon． 256 合弁、フ ィ リプス 40％ 半導体
一
貫生産

10 台湾日立 253 合弁、日本 の 日立 6L5 ％ エ ア コ ン 生産

11 台湾国際標 準電 子 251 外資 （把握不 可 ） n．a．

正2 台湾三 洋 213 合弁、日三 洋電気 48．13％筆頭株主 AV器機、　白物家電、エ ア コ ン 等

13 台湾双 葉電 子 166 日本 の 双 葉電子 IOO％ 電子 部品

14Du 　 Pont 154 米 国 の Du 　Pont　100％ PCB

15TDK 　Taiwan 148 合 弁、日TDK 　80．24％ 蓄 電 器、変成 器、磁 気 ヘ ツト

16 高雄 日立 電 子 143 日本 の 日立 100％ ト ラ ン ジス タ ー、LCD

17 台湾東洋通信 136 日 ソ ニ ー100％ テ レ ビ 、ラ ジ カ セ

18 台 湾船 井電 機 124 日船 井 電機100％ テ レ ビ 、ス テ レ オ 、パ ソ コ ン

19 新 傑 （ソ ニ ー） 106 日 ソ ニ ー100％ VTR

20TI エ イ サ ー 316 合弁、米 TI26 ％ 半導体
一

貫生 産

資料）中華微信所 『中華民 国大型企 業排名 94年版』、 東洋経済新報社 『ア ジ ア 会祉四季報』 及び 『海外進 出企業総覧』

　　　 日本電子機械工 業会 『海外法 人 リス ト』、台湾研究所 『台湾総覧』

注）TIエイ サ
ー

は、1994年度の 数字。
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表 4　韓国、台湾の 電子産業に お け る外資 シ ェ ア （単位　百 万 ドル 、％）

90年 92年

韓　 　 　国

外資 及 び 外国人投資企業の 生産額

A （外 国 人 投 資 企 業 の 生 産額）

B （外資側 の 持ち株比率で 調整後 の 生産額）

6
，
4532

，241

6
，
7142

，330

電 子産業 全 体 の 生 産額 （C ） 29，363 33，080

生産 シ ェ ア

外国人投資企業 の 生産額 （A ／ C ）

外資 の 生産額 （B ／ C ）

22．0％

7．6％

20．3％

7．0％

台　 　 　湾

外 資 及 び 外 国 人投資企業 の 生産額

A （外国人投資企業の生産額）

B （外資側 の 持ち株比率 で 調整後 の 生産額）

13，7764

β13

12，1414

，241

電子産業全体の 生産額 （C ） 19，181 23，251

生産 シ ェア

外国人投資企業の 生産額 （A ／ C ）

外資の 生産額 （B ／ C ）

71．8％

25，1％

52．2％

18．2％

注 ） 計算 手順 、 使用資料及 び 計算 に 当 た っ て 用 い られ た 数字は （図 1）参照 。

表 5　韓国、台湾電 子産業 にお け る上位30社の 国籍 （1992年 、 単位　百万 ドル ）

韓　　　　国 台　 　 　 　　 湾

自国資本 外　資 外資比率 自国資本 外　資 n．a ． 外資比率

企業規模

1 〜10位

11〜20位

21〜30位

21，1312

，6141

，2711

，248

　 791

0％

32％

38％

3，706

　 7991

，748

2，6401

β07

　 186

253231

42％

60％

9％

全　　体 25，0162 ，040 8％ 6，2534 ，433 48440 ％

注）資料及 自国資本 ・外資 の 判断基準は （表 6）参照。
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表 6　韓国、台湾電子産業にお け る上位 30社 （1992年、単位　百 万 ドル ）

順 韓 国 台 湾

位 企業名 売上 高 資本関係、生産品 目 企業名 売上高 資本関係、生産 品 目

1 三 星電 子 7，741 自国、総合家電、半導体 　コ ン ピ ュータ 大 同 1，302 自国、東芝 5％所有．総合家電

2 金星祉 4，805 自国、総合家電 台湾松下 87G 外 資 、松下 56％ 所 有 、総 合 家電

3 大宇電子 2，192 自国、総合家電 PhilipsEIeo．Ind」． 670 外資、フ ィ リプ ス 100％、方卯管

4 現代電子産業 1，342 自国 ．半導体、コ ソ ピ ュータ PhilipsEleo．eIe ， 634 外 資 、フィリブス100％、電子部品

5 三 星電管 L282 自国 ．日NEC10 ％所有、ブラウン管生産 中華映管 631 自国、ブ ラ ウ ン 管

6 金星 電線 LO58 自国 、日立 12．9％ 所 有 太平洋 電線 484 自国、住友電気 L1％所有、電線

7 三 星 電 槻 766 自国．電子部品 （VHF、UHF、DYな ど） Acer 48 自風 コ ン ピ ュータ

8 金 星 エ レ ク ト ロ ソ 758 自国、半導 体 東元 1468 自国、重電

9 亜 南 産 業 611 自国．半導体 声宝 466 外資、シ ャ
ープ呂．16％筆頭株主

10 大韓電腺 576 自国，電線 First【nter ．CDm、 339 自国，コ ン ピ ユータ

11 オ リ才 ン 電機 514 自国、東芝 0．95％所有，家電製品 MotorDIaTaIWヨn323 外資、モト囗一ラ］00％、半導体、通 信機

12 三 星 コ
ー

ニ ン ゲ 512 外資、米コ
ー

ニング5眺 、三 星 5眺 、方 ウン管用 ガラス Cal．Comp 290 自 国 計算機、フ ァ ク シ ミ リ

13 大宇通信 483 自国 、コ ン ピ ュータ 、通信機 器 士 林 263 外資．三菱24．18％筆 頭、家電．重電

14 モ トローラ コ リア 417 外資 ．米モ トロ
ーラ1DO歟 半導体製造 Simens　Tele， 262 外資、独 SiMENS 　100％、通信機器

15 金星情報通信 349 自国、米 AT齢 44監金星5覗．電子交換機 Taiwa冂 Semioon， 256 外資、フ ィ リプス4D％、半導体

16 現 代重 電機 339 自国 ．産 業 朋 電 機 （発電 機な ど） 歌林 255 自国、三 菱4，76％、家電

17 韓国電子 327 自国、東芝4．騙 所有、半導体・LCD製造 聯歌電子 254 自国、半導体

18 金 星 計 電 318 外資、富士 電29，52％所有の 筆頭株主 台湾 日立 253 外資、日立61．5監空気調和装置

19 三 宝 コ ン ピ ュータ 316 自国、SE［KOEPSON　8，2％所 有、コンヒェータ 台達電子 253N 、A ．、電子部品

20 金 星通信 2B7 自国、独S田ENSIO，69％。コ ンビr タ周辺機器 台湾 国際標準電子 251 外資 ＊

21 亜南電 子 266 自国、半導体 新力 248 自国 、家電

22 イ ソ ケ ル 260 自国、音響機器生産 Ch 跏 しex 　Electr， 246 自国 ＊、コ ン ピ ュータ

23 金星 ア ル プ ス 電子 230 外資、覗プス電気5瓢金星50％通 信機器・部品 Da しatec 　En 亡erP ． 240 自国 ＊、フ ン ピ ュータ

24 メ ク ソ ン 電子 222 自国、無線電話等 Inventa　Electro、 231N ．A、

25 韓国東 洋通信工 業 202 外資、ソ ニ ー100％、音響機器 AD1 　Corp， 226 自国 、コ ン ピ ェータ

26 三星 HP 198 外 資、米HP　50歟 コンピュ
ータ周辺 機器 台湾三 洋 2L3 外資．三 洋電気48，1靄筆頭株主

27 国 瞭電線 正92 自国 、電線 Acer　Periphe， 204 自国、コン ピュータ 周 辺機器

28 ヘテ電 了 工74 自国、音響機 器 永大機電 200 自国、エレ ベ ー
タ 等

29 韓 国シグネティ ソウス 162 外資、米シグネティ汐ス10眺所有、半導体 EliしegrDup 　Com ． 198 自国＊、コン ピ ユータ

30 太
一

精密 157 自国  磁気ヘッ ト、プ リン タ ー
等 MAG 　Technolo9． 186 自国＊、卩ソ ピ ユータ

資料）韓 国は、韓国能率協会 r韓 国の 3，000大企 業 93年版』、東洋経済 日報崔 r東洋会社年鑑 94年版』、大信証券 1韓国上場企 業投資 ガイ ドよ

　　　台湾 は、中華微信所 r中華民 国 大型企業 排名 94年版』、東洋経済新報仕 rア ジア 倉 社 四季報 93年版』。

　　　以上 の もの を基本資料と し、日本経済新 聞社 r世界企 業 ダイ レ ク ト リ
ー93／94、ア ジ ア 編』、東洋経済新報社 r海外進 出企業総覧』．

　　　Jahn　M ，　StepfDrd，　Directory 　 Df　 Mulitinationat，　Macmilan 　 Publishers，1992で 補充。

注 D 韓 国の 為替 レ
ー

トは エドル ＝788．4ウ ォ ン 、台湾は 1 ドル ＝25．43NT ドル で 計算。

注 2） 自国資本 と外資 の判断基準は 、筆頭株主 （ま た は そ の閧係法人
・
個人の所有分）の 国籍 （た だ 目国資本 と外資 とが 同

一
比率 の場合に は外

　　　資 とす る）

注 3 ）台湾 の 「自国 ＊」 は 、非上 楊の ゆ え株式 構成が 明か では な く、た だ、外資が 50％を超 過 しな い とい う意味で の 目国企 業。同 じ く　［外資

　　　＊」 は，外資の 持ち株 比率が5D％を超過 する易 合。
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結びに　韓国的発 展パ ター
ン の 帰結

　台 湾と の 比較に お い て、韓国経 済が もつ 特徴は、財閥体制の もとで、外国人直接投資 へ の 依存

度を小さ くし、「企 業所有 ・支配の 自国民主義」 を貫徹さ せ なが ら経済成長 を遂げ て きた と こ ろ

に ある 。 そ の よ うな特徴 は
、 1980年代後半以降 の 両国 の 発展パ タ ーン に お い て も異な っ た 展開を

見せ る背景に な っ た と思える 。

　韓国的 開発パ タ ー
ン の 帰結は 、まず、電 子産業 の 発展方 向が最小効率規模 が非 常に 大 き く、産

業の ラ イ フ サ イ ク ル の導入 部に 当た る部門に 急速に 特化 し た こ と と し て現れ る。 ア ジ ア の他の 開

発途上 国 と異 な っ て 、韓国 が半導体 メ モ リ
ー
部門 （後に 液晶装置）に 新規参入を果た し、

一
定程

度成功を納め る よ うに な っ た 背景に は 企業所有 ・支配 の 自国民主義 に 基づ く投資 の 自由 の 確保が

何 よ りも重要な要 因となる 。
こ れは 台湾 の 外資系 h位企業に お い て 、 半導体へ の 投資を行われな

か っ た こ とか らも明 らか で ある
5）。一方、半導体産業の よ うに資本及 び技術 の 参入 障壁 が 高 い 産

業に お い て新規参入 を果た すた め に は 、 参入 初期の 赤字を補填 し、投資 リ ス ク を企業 グ ル ープ所

属企 業 に 分散 で きる 財 閥型 の 企業 集団 は 有効に 働い た と思え る。 こ れ は 台湾 の 半導体産業が 民間

企業 の場合 、 最小必要資本量が小 さい ASIC な どの デザ イ ソ セ ン タ ーと して 特化 し て お り 、 必 要

資 本 量 が 大 き い メ モ リ
ー

分 野 に お い て は 、 基 本 的 に TSMC （Taiwan 　 Semiconductor

Manufacturing　Co．）の よ うな国有企業に よ っ て担われ て い る こ と と良い 対比 とな る （拙稿1997）。

1970年代に 形成 され た韓 国的産業 発展 の特徴、す なわ ち企業所 有 ・支配 の 自国民主 気 と財閥型 の

企業組織は 、 外資 と中小企 業へ の 依存度が比較的に 大 きい 台湾 と比較に お い て 、投資 リ ス ク が高

い 分野 へ の 巨大投資を可能 に し た
。

しか し こ の よ うな 「投資 の 自由」 が直 ち に 成功 を保証 しな

か っ た とい う点は 現在の 韓国の 経済危機を見て も明 らか で ある 。

　ま とめ て 言えば、1970年代以降、主要企業 の 経 営権を 自国民所 有 に 置き 、 財閥を中心 と し た 産

業発展を進 め て きた韓国的発展パ タ ーソ は 、 半導体産業 の よ うに リ ス ク の 高い 産業を国 内に お い

て 育成す る こ とが で きる 「自由」 と資金 力 の 動員主体を韓 国に 与え て くれ た 。し か し問題は 、 投

資 の 自由 と資金力で 大型の 投資を繰 りひ ろげて きた 韓国的発展 パ タ
ー

ン が現在挫折 しは じめ て い

る こ とで あ る。財 閥と巨大 投資 と自国民主 義 の 結合が 、 何故現在 の よ うな経済危機を もた らし た

の か 次の 研究課題に 残 し て 置ぎた い 。

注

1 ） こ こ で 言 う企業所有 ・支 配の 自国民主義 とは 、途 上 国 の 主 要企業 が 自国 民 の 所 有の も とに あ り、先

　　進多国籍企業 との 合弁に お い て も 、 合弁企業 の 主 要決定権 を 途 上 国側 が 持 つ こ と と し て 規定 で き

　 　 る。

2 ）外国企業 の 持ち株比率だげを み て 、多国籍企業側 の コ ン ト P 一ル の 強さ を判断す る の は難 し く、少

　　額株主 で あっ て も技術 ・
原料 の 調達先が 多国籍企業 の 場合 に は 、多国籍企業側 の 発言権 が 強 くな
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　　る 場合が多い 。丹野勲 （1986、87）は 、外資側 の 出資比率が過半数ま た は少数所有で あっ て も、 外

　　資側の 経営 上 の 優位性が存在す る こ と を、台湾 に お け る 日系企業 の 調査 で 実証 し て い る。そ の 原

　　因 と し て、  旧本側 の 出資比率が少数所有 で あ っ て も、ア ジア の 現地 パ ー トナ
ー

の 日 本側 の パ ー

　　 トナ
ー

に 対する技術、生産、マ ー
ケ テ ィ ン グな ど の 依存度が極 め て 高い こ と、  一

般的 に 東南 ア ジ

　　ア 地域 で の 日 本企業 の パ ー ト ナ
ー

に は 華僑資本 が 多 く、華僑資本 の 商業資本家 的性格 の た め に 、

　　日本側に技術 ・生産を 全面 的に 依存す る 傾向が強い こ とを あげ て い る，一方、丹野氏 は 、 韓国の 現

　　地側 パ ー
トナ

ー
は 産業資本家 と し て の 性格 が 強 く、日本側 が 過半数な い し 少数所 有 で あ る 場 合、

　　日 本側 は 優位 な経営支配力 を 持 ち に くい 傾向が あ る と指摘 して い る。

3） ハ イ マ ーは 、 証券投資 の 理論 （利子率格差論）に よ っ て 直接投資 に か か わ る諸現象を説明す る こ と

　　は 不可能 で あ る と し、それを裏付け る五 つ の 統計的事実をあげて い る。  米国企業 の 現地借入 D  

　　
一

方に お け る米国へ の証券投資の 流入 と他方に お け る米国か らの直接投資の流出 。   非金融会社

　　に よ る直接投資。  特定産業 と結び つ い た直接投資 の 分布。  同
一

産業 で の 直接投資 の 相互交流．

　　こ こ か らハイ マ
ー

は 、利子取得を 目指す証券投資とは 異な っ た 外国企業 の 「支配 」を 目指す直接投

　　資を、改め て 対外事業活動 （lnternational　Operation） と して 規定 して い る ．　 Hymer ，　S．（1960）、宮

　　崎義
一

訳 （1979） pp，10〜19。一
方、日本 の 海外直接投資 統計 の 問題 点 に 関 し て は 、小 宮隆太 郎

　　 （1988）参照。

4 ）
一

般 に 言 わ れ る よ うに 、欧米企 業 の
一

件 当た り投資規模 は 日本企業 に 比 べ 人 き く、前者 の 方 が 完全

　　所 有な い し過半数以 上 所有を好むとい うこ と （小島清 1976、亀井正義 1991）は 、韓国、台湾 の 電子

　　産業に お い て もそ の ま ま適用 で きる。まず 、 日米企業 の 一
件 当た り投資額 （認 可基準）を比較 す る

　　と、韓国 に お け る、米国企業 の
一

件 当た り投資額 は 4．1百万 ドル 、日本企業 の それ は 1，8百万 ドル で

　　あ り、台湾で は 、同じ く米国企業7．2百 万 ドル 、日本企業3，3百 万 ドル で ある 。 どち ら の場合に も 、

　　米国企業が 日本企業 よ り約 2倍強 の 大きさ で あ る。外国人投資企業 の 規模 （資本金基準）で 比較 し

　　て も、韓国電 子産業 に 進出 した米系企業 の 1社当た り資 本金額 は 143億 ウ ォ ン で あ り、日系企業 33

　　億 ウ ォ ン の 4 倍以上 とな る。次に、外国人投資企業 の 株式構成 を 見る と、韓国の 場合、100％外資

　　企業が 全外国人投資企業の 中に 占め る割合は、米国 34％、欧州26％で あ る の に 対 し、日本は 13％ に

　　しか な らな い 。過半数以上所有 の 企業 の 割合 も、米国 58％、欧州 48％、日本 27％ とな っ て お り、欧

　　米企業の 方が 日本企業よ り も、完全所有な い し過半数以上所有を 好む こ とが確認 で き る。台湾 で

　　も、電子産業 に 限 っ た もの で は な い が 、全産業 に 対す る 調査 （台湾経済部投資審議委員会 の 調査、

　　高希 均 ・李誠 1991か ら再 引用 ） に よ れ ば、欧米企業 の 方 が完全所有 な い し過半 数 以 上 所 有 を 好 む

　　こ とが 明 らか に な っ て い る。

5 ）最近 は 、欧米系半導体 メ ーカ
ーが ア ジ ア の 現地企業及 び 政府 の 合弁要求 に 応 じ、一貫生産 工 場 を 合

　　弁で設立す る動きも現 れ る。台湾で は 、1987年、台湾政府と フ ィ リ プ ス との 合弁で 、台湾最大 の
一

　　貫生産 （ウ ェ
ーバ ー

加 工 生産）企業で あ る TSMC （Taiwan 　SemicDnductor 　Manufacturing ）が設

　　立 され た。1989年に は 、TI エ イ サ
ー

が設立 され （＝ イサ
ー58％、　 TI　26％、中国開発公社 16％、91年

　　か ら 生産開始）、現在は DRAM の 世界的な大手 と して 躍進 して い る。しか しそ の よ うな動 きは ユ990

　 年代 の 動 きが あ っ て 、少な くとも韓国が 半導体産業 に お い て 、 新規参入を行 う1980年 前半段 階 に

　　お い て は、そ の よ うな動きは存在 し なか っ た と言え る。
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             The Comparison of  Korean Strategy of

             lndustrial Development  with  Taiwan

      ; The Relationship between Home  Corporation and  Mulinationals

                                                         KIM  Jong-Gul

  The  focus of  this article  was  put  on  the comparison  of  Korean strategy  of industrial

development  with  Taiwan in terms  of relationship between Korea's corporations  and  foreign

capitals,  Therefore, this paper  gave  a trial to estimate  product  share  of  foreign capital,  and

to analyze  Korean characteristics  at  an  aspect  of  corporate  ownership,

  Since 1970's Korean strategy  of  industrial development  have two  aspect.The  one  is

corporate  ownership  of Korean nationality,  and  the other  is Jaebol-led development. These

characteristics  enabled  Korea to develop high-risk inclustries that require  huge  investment

such  as  DRAM  and  LCD. But, a problem  is that the very  freedom of  investment and  funcl

mobilization  that used  to work  for a  period, known  as  a  typlcal development style  in Korean

industry, are  going  under  failure at present. Further studies  hre needed  scrutinized  for why

those Jaebol, huge investment, corporation  ownership  of  Korean nationality  were  bringing

about  the  current  economic  crisis,


